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○奈良市ラブホテル及びぱちんこ屋等建築等規制条例施行規則 

昭和58年12月24日規則第54号 

改正 

昭和63年３月28日規則第５号 

平成元年３月６日規則第５号 

平成元年３月６日規則第６号 

平成４年４月１日規則第23号 

平成11年４月30日規則第34号 

平成13年５月31日規則第40号 

平成15年９月９日規則第49号 

平成17年12月13日規則第118号 

平成21年３月24日規則第24号 

平成26年３月31日規則第21号 

令和２年10月30日規則第59号 

令和３年10月８日規則第38号 

奈良市ラブホテル及びぱちんこ屋等建築等規制条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、奈良市ラブホテル及びぱちんこ屋等建築等規制条例（昭和58年奈良市条例第

30号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（届出） 

第２条 条例第３条の規定による届出をしようとする者は、旅館・ホテル建築等届出書（別記第１

号様式）正副２通に次の各号に掲げる図書を添え、市長に届け出なければならない。 

(１) 付近見取図（2,500分の１の縮尺のもの） 

(２) 配置図 

(３) 各階平面図（施設の種別、面積及び数を明示したもの） 

(４) 立面図（４面以上で外観の意匠及び色彩を明示したもの） 

(５) 屋外広告物の図面（設置箇所、形状、意匠及び色彩を明示したもの） 

(６) その他市長が必要と認める図書 

２ 前項の規定による届出は、次の各号に掲げる申請又は協議を行う前にしなければならない。 

(１) 建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条第１項又は第６条の２第１項の規定による確認
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の申請 

(２) 都市計画法（昭和43年法律第100号）第32条第１項及び第２項の規定による協議 

(３) 奈良市風致地区条例（平成24年奈良市条例第66号）第２条第１項の規定による許可の申請 

（通知） 

第３条 市長は、条例第３条の２第１項の規定による決定をしたときは、その旨をラブホテル該当

通知書（別記第２号様式）又はラブホテル不該当通知書（別記第３号様式）により、届出者に通

知するものとする。 

（同意申請） 

第４条 条例第５条第１項及び第７条第１項の規定による同意を受けようとする者は、建築等同意

申請書（別記第４号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、第２条第１項各号に掲げる図書を添えて市長に提出しなければならない。 

（決定通知） 

第５条 市長は、前条の申請があつたときは、同意するかどうかを決定し、建築等同意通知書（別

記第５号様式）又は建築等不同意通知書（別記第６号様式）により、申請者に通知するものとす

る。 

（完了届） 

第６条 前条の規定により同意を得た者は、当該ラブホテル又はぱちんこ屋等の建築工事が完了し

た場合は、工事完了届（別記第７号様式）により、市長に届け出て、第４条の申請の内容並びに

条例第５条第３項及び第７条第３項の同意の条件に適合しているかどうか確認を受けなければな

らない。 

（勧告） 

第７条 条例第８条第１項の規定による勧告は、勧告書（別記第８号様式）により行うものとする。 

（建築中止命令等） 

第８条 条例第９条の規定による建築中止命令等は、建築中止等命令書（別記第９号様式）により

行うものとする。 

（立入調査員証） 

第９条 条例第10条第２項に規定する立入調査員証は、別記第10号様式による。 

（その他） 

第10条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、その都度市長が定める。 

附 則 
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（施行期日） 

１ この規則は、昭和59年１月１日から施行する。 

（同意申請の特例） 

２ 第４条の規定の適用については、当分の間、同条第１項中「条例第５条第１項及び第７条第１

項」とあるのは、「条例第５条第１項及び第７条第１項並びに附則第６項」とする。 

（規則で定める事由） 

３ 条例附則第５項第２号に規定する規則で定める事由は、次に掲げるものとする。 

(１) 暴風、豪雨その他の異常な自然現象により生ずる被害又は火薬類の爆発、交通事故その他

の人為による異常な災害若しくは事故（当該既存店舗の所有者又は営業者の責めに帰すべき事

由により生じた災害又は事故を除く。）であつて、火災又は震災以外のもの 

(２) 消防法（昭和23年法律第186号）第29条第１項から第３項までの規定その他火災若しくは震

災又は前号に規定する災害若しくは事故の発生又は拡大を防止するための措置に関する法令の

規定に基づく措置 

(３) 火災若しくは震災又は前２号に掲げる事由により当該既存店舗に滅失に至らない破損が生

じた場合において、関係法令の規定を遵守するためには当該既存店舗の除却を行つた上でこれ

を改築することが必要であると認められる場合における当該除却 

(４) 次に掲げる法律の規定による勧告又は命令に従つて行う除却 

ア 消防法第５条第１項 

イ 建築基準法第10条第１項から第３項まで又は第11条第１項 

ウ 高速自動車国道法（昭和32年法律第79号）第14条第３項 

エ 密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律（平成９年法律第49号）第13条第

１項 

(５) 土地収用法（昭和26年法律第219号）その他の法律の規定により土地を収用し、又は使用す

ることができる公共の利益となる事業の施行に伴う除却 

(６) 土地区画整理法（昭和29年法律第119号）第２条第１項に規定する土地区画整理事業その他

公共施設の整備又は土地利用の増進を図るため関係法令の規定に従つて行われる事業（当該既

存店舗の所有者又は営業者を個人施行者とするものを除く。）の施行に伴う換地又は権利変換

のための除却 

(７) 建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第69号）第62条第１項に規定する建替え決

議又は同法第70条第１項に規定する一括建替え決議の内容により行う建替え 
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附 則（昭和63年３月28日規則第５号） 

この規則は、昭和63年４月１日から施行する。 

附 則（平成元年３月６日規則第５号） 

１ この規則は、平成元年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現に敬称に殿を用いて作成されている用紙は、当分の間、使用すること

ができる。 

附 則（平成元年３月６日規則第６号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成元年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現に作成されている用紙は、当分の間、使用することができる。 

附 則（平成４年４月１日規則第23号） 

この規則は、公布の日から施行する。（後略） 

附 則（平成11年４月30日規則第34号） 

この規則は、平成11年５月１日から施行する。 

附 則（平成13年５月31日規則第40号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成15年９月９日規則第49号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成15年10月２日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現にラブホテル及びぱちんこ屋等の建築について、建築等同意申請書を

受理されているものについては、その現に受理されている申請に係るラブホテル及びぱちんこ屋

等の建築に限り、この規則による改正後の奈良市ラブホテル及びぱちんこ屋等建築等規制条例施

行規則第10条の規定は適用しない。 

附 則（平成17年12月13日規則第118号） 

この規則は、平成18年１月１日から施行する。 

附 則（平成21年３月24日規則第24号） 

この規則は、平成21年７月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月31日規則第21号） 
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この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年10月30日規則第59号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前のそれぞれの規則の規定に基づき作成されて

いる用紙は、当分の間、必要な調整をして使用することができる。 

附 則（令和３年10月８日規則第38号） 

この規則は、令和３年11月１日から施行する。 
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別記 

第１号様式（第２条関係） 
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第２号様式（第３条関係） 
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第３号様式（第３条関係） 
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第４号様式（第４条関係） 
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第５号様式（第５条関係） 
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第６号様式（第５条関係） 
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第７号様式（第６条関係） 
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第８号様式（第７条関係） 
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第９号様式（第８条関係） 
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第10号様式（第９条関係） 

 


